
２．調査時点

平成２６年５月１日

３．調査の対象

全都道府県教育委員会、全市区町村教育委員会

中学校夜間学級等に関する実態調査について

１．調査の目的

中学校夜間学級の設置ニーズ，設置に係る検討状況，詳細な実態等について調査を行い、
夜間学級に対する支援や設置促進のための施策の検討に資する。

４．主な調査事項

【都道府県調査】
○設置促進に係る要望・議会議論等
○特別支援学校における義務教育未修了者
の受入状況
○夜間学級に関する取組
○自主夜間中学等に関する取組

【市区町村調査】
○設置状況
○入学問い合わせ状況
○設置促進に係る要望・議会議論等
○設置検討状況
○自主夜間中学等の状況
○自主夜間中学等からの
教育委員会等への要望

【夜間学級調査】
○教職員・ボランティアの状況
○就学援助等の経済的支援の状況
○教材における配慮の状況
○給食、給食費の状況
○バリアフリーの状況
○市町村における実践研究事業・広報活動の状況
○入学・在学要件
○教育課程における工夫の状況
○学級編制・指導体制における工夫の状況
○授業外での支援内容
○生徒の国籍・学年・年齢別生徒数
○生徒の入学理由
○生徒の卒業後の状況
○市町村教育委員会・学校・都道府県・国への要望

本調査における「自主夜間中学・識字講座等」の定義：
自主夜間中学の活動や社会教育施設（公民館類似施設、
図書館同種施設を含む）における識字講座等
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■ 都道府県調査
・夜間学級の設置促進等に関する要望や議会請願・議会議論の有無（H21～26)【7】
・自主夜間中学・識字講座等に対しての都道府県の取組 【7】
・夜間学級に関する委託事業やモデル事業を行っているか 【8】
・夜間学級の設置や教育活動の充実に関しての方針の有無 【8】
・その他夜間学級に対する主な取組 【9】
・特別支援学校での義務教育未修了者の現在の受け入れ状況 【9】
・学齢超過者の特別支援学校への入学・在学要件 【10】

■ 市区町村調査

・夜間学級設置の有無 【13】
・県内の他市町村からの入学の可否に関する問い合わせ 【13】
・他都道府県からの入学の可否に関する問い合わせ 【14】
・教育委員会への夜間学級設置に関する問い合わせ 【14】
・教育委員会や首長部局に対する夜間学級の設置促進等に関する要望や
議会請願・議会議論の有無（H21～26 )【15】
・夜間学級の設置に関する検討状況 【15】
・夜間学級の設置検討予定がない理由 【16】
・域内における自主夜間中学・識字講座等の取り組みの有無 【16】
・自主夜間中学・識字講座等 県別取組件数 【17】
・自主夜間中学・識字講座等＜実施主体＞ 【17】
・自主夜間中学・識字講座等＜指導者属性＞ 【18】
・自主夜間中学・識字講座等＜実施場所＞ 【18】
・自主夜間中学・識字講座等＜参加者構成＞ 【19】
・自主夜間中学・識字講座等＜実施頻度＞ 【19】
・自主夜間中学・識字講座等＜生徒に対して求めている経費負担＞ 【20】
・自主夜間中学・識字等への支援 【20】
・自主夜間中学・識字講座等と公立中学校との連携の有無 【21】
・自主夜間中学・識字講座等から教育委員会や学校に対しての要望 【21】

目次
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目次

■ 夜間学級調査

・夜間学級の教職員数（専任・兼任別、職種別） 【25】
・夜間学級の在籍生徒数（学校別） 【25】
・義務教育段階の学齢生徒に対する就学援助に類する経済的支援 【26】
・経済的支援の支給対象 【26】
・経済的支援を就学援助事業の一部として実施しているか 【27】
・経済的支援に当たって学齢生徒に対する就学援助の認定要件と同一のものを
使用しているか 【27】
・夜間学級のみで特別に使用している教材 【28】
・生徒の事態を踏まえた教材確保や教材開発への支援 【28】
・給食について 【29】
・夜間学級設置校におけるバリアフリーについて 【29】
・夜間学級に関する広報活動実施状況 【30】
・広報活動の内容 【30】
・入学・在学要件1 【31】
・入学・在学要件2 【31】
・教育課程 【32】
・学級編制・指導体制上の特別な工夫の内容 【32】
・その他教育課程・学級編制、指導体制上の工夫 【33】
・在校生に対する授業以外での主な支援内容 【33】
・生徒の属性 【34】
・学年別生徒数、年齢別生徒数 【34】
・学級数・生徒数の推移 【35】
・在籍割合 【35】
・在籍生徒数（国籍別） 【36】
・在籍生徒数（在籍年数別） 【36】
・夜間学級入学理由 【37】
・卒業者数（平成25年度末） 【37】
・卒業後の状況（平成25年度末） 【38】
・夜間学級在籍者から市町村教育委員会や学校に対しての主な要望【38】
・都道府県・国に対する主な要望【38】
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都道府県調査

- 5 -



- 6 -



夜間学級の設置促進等に関する
要望や議会請願・議会議論の有無（H2１～26)

21

1

8

26

要望書の提出があった

議会請願があった

議会議論があった

ない

N=47（全都道府県）【複数選択】

（うち未設置県：14県）
回数計 ：82回

（うち未設置県：０県）
回数計 ：1回

（うち未設置県： 4県）
回数計 ：20回

都道府県

自主夜間中学・識字講座等に対しての都道府県の取組

1

6

40

自ら開催している

支援を行っている

特段の取組は行っていない

N=47（全都道府県）

「戦中戦後の混乱期における義務教育未修了者支援
事業」として、民間教育事業者に委託し、義務教育未
終了者に対する学習支援を実施

（具体的な内容）
・自主夜間中学の情報を教委のＨＰに掲載
・日本語教室の開設に関する研修会の開催経費補助
・日本語指導ボランティア研修の開催
・県内の識字・日本語教室同士の交流会の開催
支援者養成研修、教材の紹介
・公益財団法人が行う夜間学級事業への補助
・市町村が実施する識字学級事業に対する補助

都道府県

本調査における「自主夜間中学等」の定義：
自主夜間中学の活動や社会教育施設（公民館類似施設、図書館同種施設を含む）における識字講座等
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夜間学級に関する委託事業やモデル事業を行っているか

行っている
0

行って

いない
8

N=8（域内に夜間学級設置市町村がある都道府県）

都道府県

夜間学級の設置や教育活動の充実に関しての方針の有無 都道府県

定めている
0

定めていな

い
8

N=8（域内に夜間学級設置市町村がある都道府県）

夜間学級に関する広報活動

実施し

ている

4

実施

して

いない

4

N=8（域内に夜間学級設置市町村がある都道府県）

0

0

3

0

1

2

1

都道府県の広報テレビでの

紹介

都道府県の広報ラジオでの

紹介

都道府県のHPへの夜間学
級の情報掲載

メルマガでの周知

夜間学級に関するリーフレッ

トの作成・配付

広報誌への夜間学級の生徒

募集等の情報掲載

その他

N=4（域内に夜間学級設置市町村があり、
かつ広報活動を実施している都道府県）【複数回答】

（配布場所）

図書館・公民館・役場・
夜間学級設置校

ポスターを作成し、各市
町村に送付し、公共施
設等に掲示してもらうよ
う依頼。

実施の有無 実施内容

都道府県
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その他夜間学級に対する主な取組(自由記述）

○夜間学級を設置している都道府県に聞き取りし、情報収集

○域内全ての夜間学級への指導主事等の学校訪問

○夜間学級設置市学校指導主管課長会を開催

○夜間学級生徒会連合会諸行事等への教育委員会職員の出席

○県夜間中学校教育振興会に対して事業に要する経費の一部を補助

○児童生徒支援加配（日本語指導）を配置

○子ども多文化共生サポーター（日本語が不十分な生徒への指導支援）を派遣

○夜間学級の授業参観を実施し、教員との話合いの場を設定

都道府県

特別支援学校での義務教育未修了者の現在の受け入れ状況

ある
14

ない
33

N=47（全都道府県）

都道府県

【内訳】

校数 人数

小学部
（６県）

１２校 ７４人

中学部
（１０県）

２４校 ７７人

高等部
（５県）

９校 ９４人

（受入れ時の教育課程編成、指導上の配慮の主な内容）
・訪問教育を実施
・障害の程度等に応じた指導
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学齢超過者の特別支援学校への入学・在学要件

13

1

3

13

12

12

0

5

昭和５４年の養護学校義務化以前に、

障害のために小・中学校への就学を猶予又は

免除されたこと

小学校又は特別支援学校の小学部を

卒業していること

中学校又は特別支援学校の中学部を

卒業していないこと

障害が学校教育法施行令第２２条の３に示す

障害の区分及び程度に該当すること

学齢を超過していること

都道府県内在住

都道府県内在勤

その他

（主な内容）

・障害の状態、病状など教育を受けることに支
障がない旨の医師の所見

・県内の障害者入所施設・指定医療機関への
入所・入院

N=14（特別支援学校で義務教育未修了者を受け入れている学校のある都道府県）【複数回答】

都道府県

区分 障害の程度

視覚障害者 両眼の視力がおおむね〇・三未満のもの又は視力以外の視機
能障害が高度のもののうち、拡大鏡等の使用によつても通常の
文字、図形等の視覚による認識が不可能又は著しく困難な程
度のもの

聴覚障害者 両耳の聴力レベルがおおむね六〇デシベル以上のもののうち、
補聴器等の使用によつても通常の話声を解することが不可能
又は著しく困難な程度のもの

知的障害者 一 知的発達の遅滞があり、他人との意思疎通が困難で日常
生活を営むのに頻繁に援助を必要とする程度のもの

二 知的発達の遅滞の程度が前号に掲げる程度に達しないも
ののうち、社会生活への適応が著しく困難なもの

肢体
不自由者

一 肢体不自由の状態が補装具の使用によつても歩行、筆記
等日常生活における基本的な動作が不可能又は困難な程度の
もの

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないものの
うち、常時の医学的観察指導を必要とする程度のもの

病弱者 一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物
その他の疾患の状態が継続して医療又は生活規制を必要とす
る程度のもの

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度の
もの

（学校教育法第２２条の３に示す障害の区分・程度
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市区町村調査
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夜間学級設置の有無

設置している

1%(25市）

設置して

いない
99%

N=1738（全市区町村）

市区町村

県内の他市町村からの入学の可否に関する問い合わせ

ある
68%
(17)

ない
32%
(8)

N=25（夜間学級を設置している市区町村）

0

1

0

9

6

1

週1回

月1回

月2回

数ヶ月に1回

半年に1回

年に1回

N=17（設置している夜間学級に県内の他市区町村から
入学可否の問い合わせたがあった市区町村）

問い合わせの有無 問い合わせ頻度

市区町村
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他都道府県からの入学の可否に関する問い合わせ

ある
28%
(7)

ない
68%
(18)

N=25（夜間学級を設置している市区町村）

0

0

0

1

3

3

週1回

月1回

月2回

数ヶ月に1回

半年に1回

年に1回

N=7 （設置している夜間学級に他都道府県から
入学可否の問い合わせがあった市区町村）

問い合わせの有無 問い合わせ頻度

市区町村

（夜間学級への入学を断ったケース（自由記述））
○日本又は母国で義務教育を修了しているため（各学校において年間１～１０件程度報告がある）
○夜間学級が置かれている都府県内の在住者ではない
○中学校の教育内容ではなく、日本語だけ学ぶことを希望したため
○より近くの夜間学級を紹介したため

教育委員会への夜間学級設置に関する問い合わせ

ある

2%

ない

98%

N=1738（全市区町村）

35市区町村
うち23は未設置市区町村

0

1

1

9

6

18

週1回

月1回

月2回

数ヶ月に1回

半年に1回

年に1回

N=35（夜間学級設置に関しての問い合わせがあった市区町村）

問い合わせの有無 問い合わせ頻度

市区町村
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教育委員会や首長部局に対する夜間学級の設置促進等に
関する要望や議会請願・議会議論の有無（H21～26）

1%

1%未満

1%

99%

要望書の提出があった

議会請願があった

議会議論があった

ない

全1市区町村
（うち未設置：1市区町村）
回数計 ：1回

全12市区町村
（うち未設置：9市区町村）
回数計 ：27回

N=1738（全市区町村）【複数回答】

全17市区町村
（うち未設置：12市区町村）
回数計 ：57回

【要望の具体的内容】
・夜間学級の新設・増設
・教職員の配置、待遇改善等教育条件整備
・夜間学級の生徒への就学援助の実施
・夜間学級に関する相談窓口の一本化
・自主夜間中学への援助 等

【議会請願の具体的内容】
・夜間学級の新設

【議会議論の具体的内容】
・夜間学級の新設・増設
・夜間学級の必要性
・夜間学級への支援の充実
・夜間学級への入級条件の見直し

市区町村

夜間学級の設置に関する検討状況

0% (0)

1%未満(1)

24%(420)

74%(1292)

1%(25)既に設置している

現在検討中である

今後検討の予定がある

国の動向を踏まえて検討し

たい

現時点では検討の予定が

ない

N=1738（全市区町村）

市区町村
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夜間学級の設置検討予定がない理由

90%(1159）

1%(9)

1%(16)

2%(29)

3%(33)

4%(46)

要望・ニーズがない

施設・予算が不足

近隣市区に夜間学級が設置されて

おりニーズはカバーできているため

識字教室その他の事業でニーズに

応えているため

その他

無回答

N=1292（現時点では夜間学級設置の検討予定がないと答えた市区町村）

市区町村

（その他の主な内容）
・震災等により避難している状況のため
・まず未就学者の実態把握の必要性があるため 等

域内における自主夜間中学・識字講座等の取組の有無

9%

84%

7%

ある

ない

把握していない

域内に取組がある市区町村数：154
取組の総件数：307
（うち自主夜間中学・自主夜間学級等と称し
ているもの：19件）

N=1738（全市区町村）

本調査における「自主夜間中学等」の定義：
自主夜間中学の活動や社会教育施設（公民館類似施設、図書館同種施設を含む）における識字講座等

市区町村
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自主夜間中学・識字講座等 県別取組件数

73

43

26

18
16

1313
9 7 7 6 6 5 5 5 5 4 4 4 4 4 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1

大
阪
府

東
京
都

奈
良
県

神
奈
川
県

三
重
県

長
野
県

徳
島
県

埼
玉
県

栃
木
県

兵
庫
県

千
葉
県

石
川
県

京
都
府

広
島
県

和
歌
山
県

福
岡
県

北
海
道

福
島
県

群
馬
県

新
潟
県

高
知
県

茨
城
県

愛
媛
県

沖
縄
県

秋
田
県

福
井
県

静
岡
県

愛
知
県

滋
賀
県

岡
山
県

熊
本
県

宮
崎
県

山
形
県

岐
阜
県

島
根
県

大
分
県

鹿
児
島
県

N=307 全自主夜間中学・識字講座等

市区町村

夜間学級設置県

夜間学級未設置県

1

3

1
1

2 3 4 1 1 1
1

赤字は自主夜間中学・自主夜間学級と称している19件の内訳

自主夜間中学・識字講座等＜実施主体＞

19(1)

129(17)

11(0)

107(1)

45(0)

NPO法人

任意団体

財団法人

教育委員会

それ以外

N=307 全自主夜間中学・識字講座等【複数回答】

（それ以外の主な実施主体）
・市区町村役場
・国際交流協会
・ボランティア団体 等

市区町村

( )内は自主夜間中学・自主夜間学級と称している19件の内訳
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自主夜間中学・識字講座等＜指導者属性＞

12%(32%)

8%(19%)

2%(4%)

78%(44%)

現役教員

退職教員

学生

一般人のボランティア

N=3398 （全自主夜間中学・識字講座等指導者）

市区町村

※勤務時間外にボランティア等で参画

( )内は自主夜間中学・自主夜間学級と称している取組の指導者390人の割合

自主夜間中学・識字講座等＜実施場所＞

96(5)

151(9)

13(5)

11(0)

3(0)

0(0)

47(5)

公民館

公民館類似施設

（コミュニティセンター等）

学校施設

役場

図書館

図書館同種施設

その他

N=307 （全自主夜間中学・識字講座等）【複数回答】

（それ以外の主な実施場所）

・社会教育・福祉施設
・ボランティア提供施設
・財団法人施設
・大学構内
・文化施設内
・団地集会所
・生徒の自宅 等

市区町村

( )内は自主夜間中学・自主夜間学級と称している19件の内訳
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自主夜間中学・識字講座等＜参加者構成＞

688(78)

3746(11)

342(60)

278(105)

73(10)

373(119)

1922(0)

永住外国人

永住外国人以外の外国人

義務教育未修了者

不登校等により義務教育を

十分に受けられなかった

義務教育修了者

不登校児童生徒

その他

不明

N=7422 （Ｈ26.5.1 時点全自主夜間中学・識字講座等参加者数）

（その他の主な参加者）
・義務教育修了者だがもっと勉強したい方
・地域住民・高齢者
・障害を有する方 等

市区町村

※( )内は自主夜間中学・自主夜間学級と称している取組の参加者383人の内訳
※概算で提出された数字については、当該数字をそのまま合計

自主夜間中学・識字講座等＜実施頻度＞

4%(0%)

14%(11%)

2%(0%)

57%(32%)

10%(26%)

3%(5%)

2%(0%)

2%(21%)

4%(0%)

2%(5%)

月1回

月2回

月3回

週1回

週2回

週3回

週4～5回

平日毎日

その他

無回答・不明

N=307 （全自主夜間中学・識字講座等）

（その他の実施頻度）
・期間限定
・学習者の希望に合わせて開催 等

市区町村

( )内は自主夜間中学・自主夜間学級と称している19件の割合
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自主夜間中学・識字講座等
＜生徒に対して求めている経費負担＞

7%(5%)

18%(16%)

20%(26%)

61%(53%)

授業料

教材費

その他教育活動にかかる実費

非徴収

N=307 （全自主夜間中学・識字講座等）【複数回答】

市区町村

( )内は自主夜間中学・自主夜間学級と称している19件の割合

自主夜間中学・識字講座等への支援

13

78

31

34

21

28

公立学校施設を提供している

社会教育施設を提供している

指導者を派遣している

教材を提供している

委託事業を実施している

その他

N=109自主夜間中学・識字講座等を有し、支援を行っている市区町村【複数回答】

市区町村

【その他の内容】
・日本語教育ボランティアに対する研修
・活動費への女性
・講師・スタッフへの謝礼金を支出
・施設利用料の免除
・広報等の実施
・研修会への公用車使用許可及び同行

している
71%
(109)

していない
29%
(45)

N=154（自主夜間中学・識字講座等を有する市区町村）

支援の有無 支援の内容
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自主夜間中学・識字講座等と公立中学校との連携の有無

図って

いる

17%
(26)

図って

いない

83%
(128)

N=154（自主夜間中学・識字講座等を有する市区町村）

（連携の主な内容）

○外国人児童・生徒向けの日本語指導につ
いては、公立学校が日本語指導者と連携し
て個別の指導計画を作成

○公立夜間中学に入学できない者へ、学校
から自主夜間中学の内容や連絡先を紹介

○公立夜間中学から教材を提供

○公立夜間中学校卒業時に教室を紹介

○一部の講座活動に、公立の小中学校の現
職教員又は退職教員が講師として参加

○市立中学校の総合的な学習の時間におい
て、日本語教室の学習者を招き、多文化理
解体験交流会を実施

市区町村

自主夜間中学・識字講座等から教育委員会や学校に対しての要望
(自由記述）

○開催場所の提供

○支援予算の充実

○公立夜間学級の設置

○講師の紹介

○教材保管場所の提供

○学校施設を提供している場合、利用時間の延長（土曜日利用）。

○自主夜間中学等の参加者が住む地域の小学校に学齢超過者を対
象にした昼間の学級を設置してほしい。

○参加者の指導状況や学習習熟度等に関する在籍小・中学校との
情報共有。

市区町村
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夜間学級調査
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夜間学級の教職員数（専任・兼任別、職種別）

N=514 （夜間学級に勤務する教職員）

（兼任の場合の勤務形態の例）
○週２日勤務、１日４時間の臨時職員として勤務

○臨時の養護教諭が週１日（４時間）弱夜間で勤務し、その他の時間は
他校で勤務
○他の学校で勤務するが、担当教科の授業時のみ夜間学級に出勤

○校長が本務校と兼務校（夜間学級あり）を兼任しており、曜日により勤
務校を決定
○昼間の勤務に引き続き勤務し、時間外勤務として対応（校長・教頭）

専任 兼任 総数

① 校長 ― ― 31人

② 教頭 26人 5人 31人

③ 教諭 185人 12人 197人

④ 助教諭 1人 0人 1人

⑤ 常勤講師 34人 4人 38人

⑥ 非常勤講師 101人 23人 124人

⑦ 養護教諭・養護助教諭 19人 5人 24人 （うち市区町村負担４人）

⑧ 栄養教諭 2人 0人 2人 （うち市区町村負担2人）

⑨ 事務職員 6人 4人 10人

⑩ 用務員 10人 4人 14人
⑪ ①～⑩の他、夜間学級のニーズに
対応して特別に配置している職員 20人 1人 21人

⑫ その他 26人 0人 26人

夜間学級

人数 人数
うち資格取
得者

職務内容
職務時間・頻度・

賃金

日本語指導者 15人 7人

日本語指導
市立４中学校
の日本語教室
を巡回して指
導など

・常勤講師（県費
職員に準ずる）
・非常勤の場合、
年間120日など、
時給990円～
2850円

通訳 6人 0人
中国語／ベト
ナム語通訳

・勤務時間
月2回～週4回
・時給
2000円～2100円

教職員数

⑪の内訳
※この他、授業補助等を行うボランティアが２２名参画
※「専任」とは、主として当該夜間中学に勤務する者をいう

夜間学級の在籍生徒数（学校別）

232

158

124
109105

85 77 75 68 62 60 59 55 55 49 45 42 40 36 33 31 31 30 30 29 27 26 25 21 15 15

堺
市
立
殿
馬
場
中
学
校

八
尾
市
立
八
尾
中
学
校

大
阪
市
立
東
生
野
中
学
校

守
口
市
立
第
三
中
学
校

東
大
阪
市
立
太
平
寺
中
学
校

足
立
区
立
第
四
中
学
校

奈
良
市
立
春
日
中
学
校

大
阪
市
立
天
王
寺
中
学
校

岸
和
田
市
立
岸
城
中
学
校

世
田
谷
区
立
三
宿
中
学
校

大
阪
市
立
天
満
中
学
校

江
戸
川
区
小
松
川
第
二
中
学
校

墨
田
区
立
文
花
中
学
校

尼
崎
市
立
成
良
中
学
校
琴
城
分
校

橿
原
市
立
畝
傍
中
学
校

荒
川
区
第
九
中
学
校

京
都
市
立
洛
友
中
学
校

天
理
市
立
北
中
学
校

葛
飾
区
立
双
葉
中
学
校

大
阪
市
立
文
の
里
中
学
校

市
川
市
立
大
洲
中
学
校

神
戸
市
立
丸
山
中
学
校
西
野
分
校

東
大
阪
市
立
長
栄
中
学
校

神
戸
市
立
兵
庫
中
学
校
北
分
校

広
島
市
立
観
音
中
学
校

豊
中
市
立
第
四
中
学
校

大
田
区
立
糀
谷
中
学
校
夜
間
学
級

八
王
子
市
立
第
五
中
学
校

川
崎
市
立
西
中
原
中
学
校

横
浜
市
立
蒔
田
中
学
校

広
島
市
立
二
葉
中
学
校

夜間学級
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義務教育段階の学齢生徒に対する就学援助に類する
経済的支援

実施

している
80%
(20)

実施

していない
20%
(5)

N=25（夜間学級を設置している市区町村）

3

5

5

4

1

2

１年

３年

６年

９年

１２年

無制限

実施の有無

N=20（夜間学級を設置し経済的支援を実施している市区町村）

支給期間の上限

夜間学級

受給者 456名
(実施市の就学者(1275名）に占める割合 36％)

経済的支援の支給対象

18
12

20
4

12
8

18
15

1
0
0

9
7
7

学用品費

通学用品費

校外活動費(宿泊を伴わないもの)

体育実技用具費

校外活動費(宿泊を伴うもの)

新入学生徒学用品費

修学旅行費

通学費

クラブ活動費

生徒会費

PTA会費
給食費

医療費

その他

（その他の主な内容）
・卒業アルバム購入費
・林間学舎費用（宿泊を伴わない）
・補食費（パン・牛乳程度）
・メガネ購入費 運動着費
・検定料 等

N=20（夜間学級を設置し経済的支援を実施している市区町村）【複数回答】

夜間学級
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経済的支援を就学援助事業の一部として実施しているか

15

5

0

義務教育段階の学齢生徒

に対する就学援助事業の一

部として実施している

義務教育段階の学齢生徒

に対する就学援助とは別の

事業として実施している

上記の①、②に当たる事業

を両方実施している

N=20（夜間学級を設置し、経済的支援を実施している市区町村）

夜間学級

経済的支援に当たって学齢生徒に対する
就学援助の認定要件と同一のものを使用しているか

使用して

いる

80%(12)

使用して

いない

20%(3)

N=15（夜間学級を設置し、経済的支援を就学援助事業の一部として実施している市区町村）

使用の有無

（使用していない場合の主な要件）

・夜間学級に在籍し、区内に在住・在勤している生徒及び生
徒の保護者が対象
・前年度または今年度に生活保護が停止・廃止になった方

・同一の生計を営む世帯全員の前年中の総所得金額等
が、区教委で定める認定基準所得金額に満たない方
・児童扶養手当を受給中の者が対象

・生計維持者等に特別な事情のある方（罹災、主たる生計
維持者が失業中または長期入院中による休職中で、無給
の場合等）

・世帯人数毎に認定基準額を設定

夜間学級
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夜間学級のみで特別に使用している教材

ある
45%
(14)ない

55%
(17)

N=31（全夜間学級）

【使用教材例】
・日本語テキスト
・漢字練習帳
・日本語単語帳
・計算ドリル
・地理/歴史資料 など

価格 300円程度～2800円
平均価格 1473円

使用の有無

夜間学級

生徒の実態を踏まえた教材確保や教材開発への支援

行っ

てい

る
40%
(10)

行っ

てい

ない
60%
(15)

N=25（夜間学級を設置している市区町村）

5

5

3

1

4

教材開発に要する費用

を通常の学校予算に上

乗せして措置

教材購入に要する費用

を通常の学校予算に上

乗せして措置

教材開発に指導主事が

参画

教材開発に外部有識者

から協力を求める際の

経費を支出

その他

支援内容

N=10（夜間学級を設置している市区町村のうち
教材確保や教材開発に支援をしている市区町村）【複数回答】

支援の有無

（その他の主な内容）
・補助教材購入費として配付

・学校予算とは別に、教育委員
会として教材等の予算を確保

・委託予算により教材費措置
など

夜間学級
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給食について

実施

してい

る

55%
(17)

実施

して

いな

い

45%
(14)

N=31（校夜間学級）

4

6

7

実費を徴収

自治体からの補助

により負担を軽減

無償

1食あたり
310円～320円

1色あたり
実費 110円～319円
補助 5円～250円

N=17（給食を実施している夜間学級）

実施状況 給食費内訳

夜間学級

夜間学級設置校におけるバリアフリーの状況について

施して

いる
65%
(20)

施して

いない
35%
(11)

N=31（全夜間学級）

12

16

16

1

エレベーターの

設置

スロープの設置

多目的トイレの

設置

手すりの改造

N=20（バリアフリーを施している夜間学級）【複数回答】

設置状況 設置施設

夜間学級
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夜間学級に関する広報活動実施状況

実施している
96%(14)

実施して

いない
4%(1)

N=25（夜間学級を設置している市区町村）

夜間学級

広報活動の内容

2

3

19

0

18

20

3

市区町村の広報テレビで

の紹介

市区町村の広報ラジオで

の紹介

市区町村のHPへの夜間学
級の情報掲載

メルマガでの周知

夜間学級に関するリーフ

レットやチラシの作成・配付

広報誌への夜間学級の生

徒募集等の情報掲載

区役所、商店などでのポス

ター掲示

N=24（夜間学級を設置し、広報活動を実施している市区町村）
【複数回答】

12
4
5

1
13

1
1

4
2
3
4

1
1

学校

図書館

公民館

町内会の掲示板

役場

病院

社会福祉施設

コミュニティセンター

ハローワーク

駅などの公共交通機関

の掲示板

駅前等での直接配布

商店

銭湯

広報内容 リーフレット・チラシの設置場所配布・設置場所

N=18（夜間学級を設置し、夜間学級に関する
リーフレットやチラシを配布している市区町村） 【複数回答】

夜間学級
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入学・在学要件1

12

7

1

1

3

1

3年

6年

9年

12年

それ以外の

年限

定めていない

在学年限在学年限

（それ以外の主な内容）
・生徒の状況に応じ設定 ２校
・日本語学級のみ1年

N=25（中学校夜間学級を設置している市区町村）

3

1

21

4月

学期のはじめ

随時

入学時期

夜間学級

入学・在学要件2

25

25

17

10

9

4

1

2

中学校を卒業していないこと

学齢を超過していること

都道府県内在住

都道府県内在勤

市町村内在住

市町村内在勤

小学校を卒業していること

その他

N=25（夜間学級を設置している市区町村）【複数回答】

（その他の主な内容）

・１８歳以上、他市町村在住の場合は当該教育委員会から
副申及び負担金の提供があること 等

夜間学級
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教育課程

N=31 （全夜間学級）

夜間学級

①年間授業日数 175～210日

②毎日の授業コマ数 4～6コマ

③一単位時間の長さ 40～50分

④年間総授業コマ数 560～1224コマ

学級編制・指導体制上の特別な工夫の内容

7

11

3

15

23

13

5

外国籍の生徒を対象とした

学級の設置

基礎的な識字教育に重点を

置いた学級の設置

特別支援学級の設置

習熟度別学級編制

学年の枠を超えた習熟度別

学級編制

日本語指導が必要な生徒に

対する特別の教育課程の編

成・実施

その他

（その他の主な内容）
・課外の日本語教室
・2人体制で授業
・日本語理解度別クラス編成

・授業前の時間を利用しての
補充授業の実施

N=27（学級編制・指導体制上の特別な工夫をしている夜間学級）【複数回答】

夜間学級

行って

いる

87%
(27)

行って

いない

13%(4)

N=31 （全夜間学級）
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その他教育課程・学級編制、指導体制上の工夫（自由記述）

【日本語指導関連】
・各教科の授業の中で、日本語の学習も兼ねて行う。

【習熟度別指導】

・年齢差や個人差による習熟度の違いを考慮し、自主教材の作成、ＴＴ・少人数による指導など、指導形態
や教材を工夫。

【教材関係】
・生徒の学習歴や習熟の程度、日本語力の差に応じた自主教材の作成・使用。

・教材に用いる文書等のフォントやポイントに注意したり、表現を平易にするなどの配慮を行い、高齢者や日
本語に慣れない生徒でも読みやすいようにする。
・教科書をわかりやすいように内容をまとめ、漢字にはルビをうったプリントを作成し活用。

【その他】
・お国自慢料理発表会、お茶会などの体験学習を多く取り入れ、文化を通して自己の生き方を考えさせる。
・小学校と中学校の学習内容を学力実態に応じて指導。
・体育の授業において、安全確保の為に必ず補助教員を入れている。
・授業コマ数が少ない分、行事や事前指導の時間を精選して授業時数の確保に努めている。

夜間学級

在校生に対する授業以外での主な支援内容(自由記述）

・始業前学習、夏季補充学習

・課外で日本語教室を開設

・希望者に対して通訳を介しての進路懇談

・定期的に地域包括支援センターの職員を招き、行政サービスなどの情報を提供

・健康相談

・定期券購入・病院・ハローワーク等の付添

・通院時の通訳

・健康相談や日常的な健康上の配慮（血圧や視力・聴力の測定）

・就学援助等の手続きや書面の書き方等に関する、相談対応

・勤め先との連携がとれるような配慮

・ＰＴＡなどから配布される文書の翻訳

・各種申請書（税金、保険等）の作成支援

・就労支援

・育児相談

夜間学級
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生徒の属性

415

959

124

344

0

7

永住外国人

永住外国人以外の外国人

永住・非永住不明の外国人

義務教育未修了者

不登校等により義務教育を十分に受

けられなかった義務教育修了者

その他
・日本国籍を有するが、海外で育ったため
母語が日本ではない生徒 6人
・中国帰国者2世で日本に帰化した人 1人

N=1849 全夜間学級生徒数）

※永住外国人：入管法第七条の１第２号による別表第二に示す永住者
及び入管特例法第三条、第四条、第五条に定められた特別永住者

学年別生徒数、年齢別生徒数

年齢 学齢者 15～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～ 合計

男子
0 168 110 83 58 44 119 582

0.0% 9.1% 5.9% 4.5% 3.1% 2.4% 6.4% 31.5%

女子
0 109 161 160 206 223 408 1,267

0.0% 5.9% 8.7% 8.7% 11.1% 12.1% 22.1% 68.5%

合計
0 277 271 243 264 267 527 1,849

0.0% 15.0% 14.7% 13.1% 14.3% 14.4% 28.5%

年齢 学齢者 15～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～ 合計

男子
0 155 96 77 50 37 50 465

0.0% 10.3% 6.4% 5.1% 3.3% 2.5% 3.3% 31.0%

女子
0 90 159 156 188 195 245 1,033

0.0% 6.0% 10.6% 10.4% 12.6% 13.0% 16.4% 69.0%

合計
0 245 255 233 238 232 295 1,498

0.0% 16.4% 17.0% 15.6% 15.9% 15.5% 19.7%

（N=1849 中学校夜間学級に通う全生徒 ）

日本国籍を有しない者の年齢別生徒数（上表の内数）

年齢別生徒数

区分 １年 ２年 ３年 合計

生徒数

男 100 153 329 582

女 210 399 658 1267

合計 310 552 987 1849

学年別生徒数
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735
(24%)

742
(25%)

714
(25%)

665
(25%)

700
(26%)

662
(27%)

660
(27%)

621
(27%)

556
(22%)

502
(25%)

437
(23%)

351
(19%)

2327
(76%) 2174

(75%) 2181
(75%)

2025
(75%)

1944
(74%)

1772
(73%)

1761
(73%)

1696
(73%)

1970
(78%) 1527

(75%)
1442
(77%)

1498
(81%)

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H21 H23 H25 H26

外国籍

日本籍

306229162895 26902644
2434 2421

2317
2526

2029
1879 1849

31

3535353535353535353534

学級数

学級数・生徒数の推移

（文部科学省調べ ※平成19年度より隔年調査 ）

5%

13%

19%

15%

21%

16%

12%

15%

19%

17%

9%

13%

17%

19%

11%

14%

20%

14%

13%

14%

18%

20%

36%

29%

1年(N=310)

2年(N=552)

3年(N=987)

合計

(N=1849)

学齢者 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

在籍割合（学年別×年齢別）

（N=1849 夜間学級に通う全生徒 ）
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799

284

101 97
69

29 29 13 7 3 6 18 21 3 3 8 6 2
中
国

韓
国

ベ
ト
ナ
ム

ネ
パ
ー
ル

フ
ィ
リ
ピ
ン

タ
イ

台
湾

イ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ミ
ャ
ン
マ
ー

そ
の
他
ア
ジ
ア
諸
国

ブ
ラ
ジ
ル

ペ
ル
ー

コ
ロ
ン
ビ
ア

そ
の
他
中
南
米
諸
国

西
ア
ジ
ア
諸
国

ア
フ
リ
カ
諸
国

欧
米
諸
国

在籍生徒数（国籍別）

（N=1498 夜間学級に通う外国籍の生徒 ）

※その他アジア：バングラディシュ２、パキスタン、マレーシア、モンゴル、ラオス各１
その他中南米：グアテマラ、アルゼンチン、ボリビア各１
欧米諸国：アメリカ、スペイン各１

1206

279

307

57

3年未満

3年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年
以上

在籍生徒数（在籍年数別）

（N=1849 夜間学級に通う全生徒）
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高等学校に

入学するため

職業資格を

取得するため

中学校教育を修了して

おきたいため

中学校の学力を

身につけたいため

読み書きができる

ようになるため

日本語が話せる

ようになるため

その他
いろいろなことを学びたい 2人

77(22%)

36(10%)

78(22%)

108(31%)

45(13%)

2(1%)

5(1%)

高等学校に

入学するため

職業資格を

取得するため

中学校教育を修了して

おきたいため

中学校の学力を

身につけたいため

読み書きができる

ようになるため

日本語が話せる

ようになるため

その他

424(28%)

462(31%)

250(17%)

144(10%)

137(9%)

28(2%)

53(4%)

夜間学級入学理由

日本国籍 N=351 外国籍 N=1498

日本の文化を理解したい 53人

24

8 2 4 4

44

93

28
19 18 22

43

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

日本籍 外国籍

117
(38%)

36
(12%)

26
(8%)21

(7%)
22

(7%)

87
(28%)

卒業者数（平成25年度末）

（N=309 平成25年度末全卒業者 ）
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29 1 24 32

94

1

83
45

高等学校進学 専修学校進学 就職 不明

日本籍 外国籍

123
(40%)

2
(1%)

107
(35%)

77
(25%)

卒業後の状況（平成25年度末）

（N=309 平成25年度末全卒業者 ）

夜間学級在籍者から市町村教育委員会や
学校に対しての主な要望（自由記述）

・学齢生徒であっても受け入れて欲しい
・住所地に近いところに中学校夜間学級を設置して欲しい
・教員数を増やして今よりも少人数の学級で学習できるようにして欲しい
・日本語指導の時間を増やして欲しい
・補食給食の実施
・就学援助の充実
・修学年限の延長
・生徒の母国の言語のわかる先生を配置して欲しい
・夜間学級があることをもっとたくさんの人に知らせて欲しい
・養護教諭を配置して欲しい

都道府県・国に対する主な要望(自由記述）

・夜間中学校の運営費に対する財政的補助
・埼玉県に中学校夜間学級を少なくとも１校以上設置
・非常勤教員で養護教諭の配置
・夜間学級のあり方について、法制化を促進
・夜間中学生に対する就学援助制度の充実
・遠くから通っている生徒の交通費等への援助
・エレベーター、大きなロッカー、洋式トイレ等、生徒の教育環境に関わる施設設備の充実
・ICT設備が教室に一つずつ設置できるよう支援
・外国人教員の確保
・教職員の研修や、研修旅費の充実
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